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平成27年６月８日

株 主 各 位
愛知県清須市西枇杷島町子新田１番地の２

取締役社長 八 代 芳 明

第95期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第95期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に

議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）午後６時までに到着

するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時

２．場 所 名古屋市中村区名駅４丁目４-３８

愛知県産業労働センター１０階　大会議室１００１

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １ 第95期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告

の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人および監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

２ 第95期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計算書類

の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役７名選任の件

第２号議案 監査役２名選任の件

以　上
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　第95期定時株主総会招集ご通知添付書類のうち、連結計算書類の連結注記表および計

算書類の個別注記表につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、イン

ターネット上の当社ウェブサイト（http://www.tokai-senko.co.jp）に掲載しておりま

すので、本招集ご通知および添付書類には記載しておりません。なお、これらの書類

は､ 会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類および計算

書類の一部であります。

　当日ご出席の場合は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また､ 

議事資料として本冊子をご持参くださいますようお願い申しあげます。

　株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合

は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.tokai-senko.co.jp）に掲載い

たしますのでご了承ください。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告
（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過およびその成果

  当連結会計年度における我が国経済は、政府主導の経済政策や日銀の金融緩和策を

背景に円安・株高で推移し企業の業績改善が進むなど緩やかな回復基調にありますが、

消費増税後の個人消費低迷の影響や、円安進行に伴う輸入原材料価格の上昇などによ

り景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

  染色加工業界におきましては、国内では、繊維製品の海外への生産移転定着化によ

る加工量減少に加え、原材料価格の高止まりによるコスト上昇によって厳しい環境が

続きました。その一方、当社グループが進出している東南アジアでは各国で安定的な

経済成長や中間所得層増加に伴う生活水準の向上によって、衣料品・繊維製品の市場

拡大が続いており、とりわけインドネシアでは、人口増加や個人所得増加を背景に今

後も内需拡大が期待されております。

  このような状況のもと、当社グループは、強固な利益体質の構築に向けて海外での

事業拡大をより一層加速させる一方で、国内では収益性の更なる向上に努めておりま

す。

　染色加工事業では、インドネシア・タイにて内地向け受注の拡大に努めるとともに、

フィリピンやミャンマーなど他の東南アジア諸国での販路開拓も進めており、海外で

の更なる売上拡大に取り組みました。その一方、コスト面では、国内・海外の各生産

拠点で原価低減活動を積極的に展開し、製造コスト上昇への対応と更なるコスト削減

を進めております。

  縫製品販売事業では、インドネシア一貫体制の活用を一段と進めると同時に、円安

進行による輸入仕入価格上昇に対応するため、新たにバングラディッシュでの縫製・

生産ルートを開拓し収益改善に取り組みました。また保育サービス事業では、保育士

不足が深刻化する中、厳しい経営環境が続いておりますが、病院・企業内の託児所数

の増加による売上拡大に加え、業務運営の一層の効率化に努めております。

  これらの結果、当連結会計年度の売上高は16,339百万円（前期比6.0％増、920百万

円増）となり２期連続で増収を確保しました。これはインドネシア子会社において前

期に実施した設備増設効果が当期はフルに寄与し売上を大幅に伸ばしたことに加え、

保育サービス事業が増収となったことによります。

  利益面でも、営業利益759百万円（前期比19.0％増、121百万円増）、経常利益748百

万円（前期比48.9％増、245百万円増）、当期純利益461百万円（前期比31.3％増、110

百万円増）と各利益段階で増益を確保しました。インドネシア子会社の大幅な増益が

けん引し、更に国内染色加工事業と縫製品販売事業の収益改善が貢献したことにより、
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営業利益、経常利益は５期連続の増益、当期純利益は２期連続の増益となっておりま

す。

当社グループにおける各事業分野の状況は次のとおりであります。

①染色加工事業

  染色加工事業の売上高は12,641百万円（前期比5.1％増、607百万円増）となり、営

業利益は615百万円（前期比18.9％増、97百万円増）と増収増益となりました。

　染色加工事業における部門別（加工料部門、テキスタイル販売部門）の業績は次の

とおりであります。

（加工料部門）

  加工料部門の売上高は9,692百万円（前期比7.4％増、665百万円増）となり、国内加

工料部門は減収となりましたが、インドネシア子会社が順調に売上を伸ばし、加工料

部門全体として増収となりました。

  国内では、編物加工分野が秋冬物の受注強化や顧客との取り組み強化によりプリン

ト加工を中心に好調に売上を伸ばしましたが、織物加工分野は無地染加工が売上増と

なった一方で、プリント加工が大口受注のあった前期と比べ数量を落とし減収となり

ました。この結果、国内加工料部門全体でも減収となっております。一方、コスト面

では、電力料金値上げなどのエネルギーコスト上昇や、染料、加工薬剤などの原材料

仕入価格の高止まりが続いておりますが、前期までに実施した生産拠点集約効果に加

えて、各生産現場で積極的にコストダウン活動を進めた成果により、国内加工料部門

の収益性は大幅に改善しております。

　海外では、タイ子会社は政治的混乱の影響による景気減速により主力販売先である

タイ国内客先からの受注低迷が続き、市場開拓を進めているフィリピンやミャンマー

への販売拡大に努めたものの売上を伸ばせませんでしたが、インドネシア子会社は生

産能力増強により消費拡大が続いているインドネシア国内向けに売上を大幅に伸ばし、

海外全体として増収増益を確保しております。

（テキスタイル販売部門）

  テキスタイル販売部門の売上高は2,949百万円（前期比1.9％減、57百万円減）と減

収となりました。国内ではテキスタイル事業部を新設し生地販売の体制強化を図り新

規顧客の開拓を積極的に進めるなど拡販に努めましたが、素材トレンドの変化もあり

販売を伸ばせず、またインドネシア子会社でも米国、日本向けを中心に前期と比較し

減収となっております。

②縫製品販売事業

　縫製品販売事業は、売上高2,064百万円（前期比5.7％増、111百万円増）、営業利益

15百万円（前期は営業損失25百万円）となりました。

  同事業は、インドネシアでの一貫生産を活用し婦人アウター分野など取り扱う素材

や商品の幅を広げ販売量の拡大に努めたことで増収となりました。また利益面でも、

円安進行に伴う輸入商品の原価上昇が収益を圧迫しましたが、円安対策の一環として
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製造コストが比較的安価なバングラディッシュでの生産を開始したことや物流費用を

大幅に圧縮するなどコスト削減に努めたことが功を奏し黒字回復しております。

③保育サービス事業

  保育サービス事業は、売上高1,731百万円（前期比3.9％増、64百万円増）、営業利

益１百万円（前期比97.3％減、48百万円減）となりました。

  同事業は、企業や病院等の企業内託児所数を順調に拡大していることに加え、前期

下半期に新たに１カ所開設した保育園が売上増に貢献し増収となりました。しかし利

益面では、保育人材を安定的に確保するための人件費が増加傾向にあることに加えて、

待機児童解消が進む地域で利用者減少により直営保育所の収益が悪化し、効率的な業

務運営により経費削減に努めたものの減益となっております。

④倉庫事業

　倉庫事業は、売上高286百万円（前期比3.0％減、8百万円減）、営業利益6百万円（前

期比45.4％減、5百万円減）となりました。

  同事業は、収益を確保するため、荷役取扱量の確保や人員配置の適正化など効率的

な経営に努めましたが、国内染色加工事業の商量減少の影響を受け、減収減益となり

ました。

⑤その他事業

　当セグメントには、機械販売事業、システム事業及び、付随事業である不動産賃貸

事業が含まれており、売上高は233百万円（前期比37.5％増、63百万円増）、営業利益

は119百万円（前期比45.0％増、36百万円増）となりました。
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(2) 設備投資等の状況および資金調達の状況

　当連結会計年度において実施した設備投資額は完工ベースで371百万円であり、その

主なものは染色加工事業における品質及び生産効率の向上などを目的とした繊維加工

設備の新設・更新等であります。なお、この所要資金は借入金及びリース契約、自己

資金により充当しております。

(3) 対処すべき課題

　当社グループは、中長期的な経営戦略を実現するために、次の課題の展開を図りま

す。

①東南アジア戦略の拡大

　当社グループの東南アジア戦略の中核となるインドネシア子会社、タイ子会社は、

内地向けに加えて、他の東南アジア諸国での販売拡大にも積極的に取り組んでおり、

今後も東南アジアで、事業領域の拡大を図りながら、同地域での収益増大に努めて

まいります。

  インドネシア子会社では、増設した無地染加工設備を活用して、中肉厚地素材の

ボトム地の加工を更に増やすなど取り扱う素材やアイテムの拡大に努めインドネシ

ア国内でのシェアを高めてまいります。またタイ子会社では、需要拡大が見込める

フィリピンなど他の東南アジア諸国への販路開拓を更に進め、売上確保に積極的に

取り組んでまいります。

②国内染色加工事業の収益力向上

　国内の染色加工市場は、個人消費の低迷や生産の海外移転などにより今後も需要

の減少傾向が続くと考えられます。当社グループは、平成21年10月に実施したニッ

ト加工事業の集約化を皮切りに、平成24年10月には磐田事業所の織物無地染加工を

浜松事業所に集約し、国内染色加工事業の再構築を完了させており、これらの事業

再編の効果により国内染色加工事業における収益力の改善は進んでおりますが、引

き続き厳しい受注環境で推移していくと考えられます。

  従って、同事業の収益力を更に高め、継続的に利益を確保していくために、各工

場にて徹底したコスト削減と生産効率化への取り組みを推進すると同時に、付加価

値加工商品の開発・拡販や短納期対応を武器に国内に残る定番商品を積極的に取り

込むなど、安定的に受注を確保出来る体制作りを進めてまいります。

③プリント技術のデジタル化推進

  平成24年1月に当社グループの国内主力工場である浜松事業所への織物用のデジ

タルプリント機を導入したことを手始めに、名古屋事業所にニット用のデジタルプ

リント機の導入により素材への対応力を広げてきておりますが、平成27年6月にデジ

タルプリントの加工技術集約化による更なる数量拡大を目的に、デジタルプリント
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の加工を名古屋事業所の１カ所へ集約することを予定しております。

　今後も、これまで当社グループが培ってきた画像処理の技術を活かしてプリント

技術のデジタル化を積極的に推進し、当社グループが保有するインク製造技術や画

像処理ソフトなどのデジタルプリントに関連する様々な独自技術の技術指導や外部

販売も進めてまいります。

④保育サービス事業の拡大

　保育サービス事業は、社会的な保育需要の増加を背景に毎年順調に売上規模を拡

大しております。保育士の安定確保が課題となりますが、今後も、積極的な営業展

開を推し進め、行政からの保育園受託運営や企業・病院などからの託児所受託運営

の軒数拡大を図ると同時に、託児所や保育園のサービスを充実させ、収益基盤を強

化することで、更なる事業規模の拡大を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも何とぞ格別のご理解とご支援を賜りますよう

お願い申しあげます。
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(4) 財産および損益の状況

区 分
第92期

（Ｈ23.４～
Ｈ24.３）

第93期
（Ｈ24.４～
Ｈ25.３）

第94期
（Ｈ25.４～
Ｈ26.３）

第95期(当期)
（Ｈ26.４～
Ｈ27.３）

売 上 高(百万円) 14,513 14,427 15,419 16,339

経 常 利 益(百万円) 278 428 502 748

当 期 純 利 益(百万円) 228 138 351 461

１株当り当期純利益(円) 6.60 4.01 10.27 13.54

総 資 産(百万円) 13,740 13,949 14,727 15,332

純 資 産(百万円) 4,798 5,158 5,394 6,307

(5) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

Ｔ Ｋ サ ポ ー ト 株 式 会 社 60百万円   100.00% 倉庫業

株 式 会 社 ト ッ ト メ イ ト 30百万円 100.00 保育サービス業

T O K A I  D Y E I N G
C O . , ( T H A I L A N D ) L T D .

120,000千バーツ 98.92 合成・天然繊維織物の染色・捺染

P.T.TOKAI TEXPRINT INDONESIA 22,200百万ルピア 54.17 綿・レーヨンの捺染、無地染

(6) 主要な事業内容

　当社グループは、天然繊維織物、合成繊維織物、編物の染色整理の受託加工及び繊

維製品等の販売、倉庫運輸、保育サービス、不動産賃貸、機械販売等を行っておりま

す。
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(7) 主要な営業所および工場

①当社

本　店　：　愛知県清須市西枇杷島町子新田１番地の２

本　社　：　名古屋市西区牛島町６番１号　名古屋ルーセントタワー

支　社　：　大阪（大阪市中央区）

営業所　：　東京（東京都中央区）

工　場　：　名古屋（本店）、浜松（静岡県浜松市）、岐阜（岐阜県羽島市）

②子会社

ＴＫサポート株式会社　　本店：名古屋市西区

株式会社トットメイト　　本店：愛知県清須市

株式会社デッサン・ジュン　　本店：大阪市中央区

株式会社東海トレーディング　　本店：愛知県清須市

TOKAI DYEING CO.,(THAILAND)LTD.　タイ国

P.T.TOKAI TEXPRINT INDONESIA　インドネシア共和国

P.T.DESSIN JUNN INDONESIA　インドネシア共和国

(8) 従業員の状況

企業集団の従業員数

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

992名 +3名

（注）臨時従業員の年間平均雇用人員（119名）を含めておりません。

(9) 主要な借入先

借 入 先 名 借 入 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 970百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 750百万円

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行 337百万円

株 式 会 社 十 六 銀 行 320百万円

株 式 会 社 愛 知 銀 行 210百万円

－ 9 －

主要な営業所及び工場、従業員の状況、主要な借入先



２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 100,000,000株

(2) 発行済株式の総数 34,066,624株（自己株式2,075,905株を除く）

(3) 株主数 4,010名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,689千株 4.96％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,423 4.18

八 代 興 産 株 式 会 社 1,270 3.73

日 清 紡 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,160 3.41

稲 畑 産 業 株 式 会 社 1,157 3.40

長 瀬 産 業 株 式 会 社 1,156 3.39

八 代 芳 明 1,061 3.11

八 代 和 彦 1,041 3.06

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 日 本 興 亜 株 式 会 社 773 2.27

オ ー ・ ジ ー 株 式 会 社 593 1.74

（注）１．当社の自己株式2,075千株は、上記の大株主に含めておりません。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

３．会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取締役社長（代表取締役） 八 代 芳 明

常 務 取 締 役 井 上 文 継
グループ技術担当、染色加工事業本部長、
岐阜事業所長、営業統括部長

常 務 取 締 役 古 澤 秀 充 海外事業本部長

取 締 役 津 坂 明 男 管理部長

取 締 役 鷲 　 裕 一
総務部長、大阪支社長、内部統制担当、開
発技術部担当、海外事業本部副部長

取 締 役 西 川 健 一

常 勤 監 査 役 庄 子 信 悦

監 査 役 岩 田 憲 明

監 査 役 澤 田 　 馨
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 (注) １．取締役 西川健一氏は、社外取締役であり、東京証券取引所および名古屋証券取引所に独立役

員として届け出ております。

２．監査役 岩田憲明、澤田　馨の両氏は、社外監査役であり、東京証券取引所および名古屋証券

取引所に独立役員として届け出ております。

３．常勤監査役 庄子信悦氏は、当社において総務部長、工場長等を歴任しており、財務会計はも

とより、業務全般の知見を有しております。

(2) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 6名 123百万円

監 査 役 3名 22百万円

合 計 9名     146百万円（うち社外役員３名17百万円）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成4年6月開催の定時株主総会において月額25百万円以内（ただし、

使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成6年6月開催の定時株主総会において月額4百万円以内と決議いた

だいております。

(3) 社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 西 川 健 一
定時取締役会12回全てに出席しております。
また、企業経営などの分野における豊かな経験と高い見識に基づ
き、当社の経営について、適宜、必要な発言を行なっております。

社 外 監 査 役 岩 田 憲 明

定時取締役会12回全てに出席、監査役会７回全てに出席しており
ます。
また、上場企業の元代表取締役の経験と高い見識に基づき、当社
の経営について、適宜、必要な発言を行なっております。

社 外 監 査 役 澤 田 　 馨

定時取締役会12回全てに出席、監査役会７回全てに出席しており
ます。
また、上場企業の元財務部長並びに常勤監査役を歴任し財務・会
計の専門的な見識に基づき、必要な発言を行なっております。

４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称　　　新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 27百万円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

27百万円
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（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係

る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則と

して、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査

役会の同意又は請求により、会計監査人の解任又は不再任に関する議題を株主総会

に提案いたします。

(4) 子会社の監査の状況

　TOKAI DYEING CO.,(THAILAND)LTD.およびP.T.TOKAI TEXPRINT INDONESIAにつき

ましては、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人により監査を受けてお

ります。
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５．会社の体制および方針
　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は次の

とおりであります。

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他

業務の適正を確保するための体制

１．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役は、職務執行・意思決定に係る以下の文書（電子記録を含む）その他の

重要な情報について、社内規程に基づき適切に保存および管理を行っております｡

①　株主総会議事録と関連資料

②　取締役会議事録と関連資料

③　社内稟議決裁書と関連資料

④　その他取締役を決定者とする決定書類及び附属書類

⑤　その他取締役の職務の執行に関する重要な文書

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　企業活動及び経営戦略上のリスクに関しては、取締役が経営会議、各事業部ヒ

アリング等を通じて、常に情報を集約する体制にあり、リスクへの対応が必要な

場合には、代表取締役が担当取締役を任命し必要な対応を行っております。

　また、内部統制上のリスクに関しては、リスク管理規程に基づき、リスクの特

定・評価・対応を行うことで、その顕在化を未然に防止しております。

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　代表取締役は、経営会議及び各事業部ヒアリング等を通じ、常に情報を集約・

検討する体制をとっており、各担当取締役に業務執行を委任する事項及び施策を

確認・指示しております。

　当社または当社グループ全体に影響を及ぼす重要事項については、取締役会､ 

経営会議、各事業部ヒアリング等を開催し、迅速な意思決定と必要な情報を共有

する体制をとっております。

　また、経営情報の正確かつ迅速な把握と伝達及び、業務の効率化を図るため

に､ 社内のＩＴ環境を適切に理解し、これを踏まえた方針を定めております。
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４．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　当社は、取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確

保するため、企業行動指針、企業倫理規程、コンプライアンス規程等を定め、職

制に基づいてこれらの周知及び実践的運用を行う体制を構築しております。

　また、社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持

たず、反社会的勢力及び団体からの不当な要求は断固拒否し、毅然とした態度で

対応しております。

　取締役は、企業行動指針、企業倫理規程、コンプライアンス規程等に従い、当

社グループ全体における企業倫理の遵守及び浸透を率先して垂範することとして

おります。

５．当社ならびにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　当社ならびに当社グループは、内部統制基本規程、リスク管理規程等に基づい

て、業務の適正を確保するための体制を構築するとともに、内部監査室による､ 

内部監査規程、内部監査実施規程に基づく監査を実施することにより、当社グル

ープの業務の適正を確保しております。

　当社グループ会社については、関係会社管理規程に基づき所管部門が管理を行

い、当社グループ全体の経営効率の向上を図るものとしております。

　また、担当取締役は、当社グループ会社の主管者に対し、業務の適正を確保す

るため、期間毎に「業務執行にかかる誓約書」の提出を義務化しております。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置く事を求めた場合における当該使用

人に関する事項及び取締役からの独立性に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置く事を求めた場合は、必要に応じ

て､ 専任又は兼任の使用人を置くこととしております。

　使用人の任命・異動等の人事に関わる事項の決定には、監査役に事前の同意を

得るものとしております。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制

　監査役は、取締役会・経営会議に出席するほか、社内稟議決裁書・財務資料・

当社の内部統制システムの運用状況・その他事項について適宜報告を求める体制

をとっております。
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　取締役及び使用人は、監査役に対し以下の事項の報告を行うこととしておりま

す。

①　不正行為、法令・定款に違反する重大な事実が発生する可能性もしくは発

生した場合はその事実

②　会社に著しい損害及び利益を及ぼすおそれのある場合は、その事実

③　毎月の月次財務資料

④　上記の他、監査役が職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役の監査が実効的に行われることを確保するために、必要に応じて本社各

部門にて監査役の監査の補助及び協力を行うこととしております。

(2) 剰余金の配当等の決定に関する方針

  当社では株主の皆様に対する利益還元を経営の 重要課題のひとつとして認識し

ており、安定的な配当政策を維持し、かつ収益等業績にも対応して配当金を決定す

ることを基本としております。内部留保につきましては、今後予想される企業間競

争の激化に対処する競争力の維持強化及び新商品開発並びに事業活性化等に有効投

資していく方針であります。

　なお、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針として

おります。剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令

に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって

定める旨及び、当社の中間配当の基準日は、毎年９月30日とする旨を定款に定めて

おります。

  当事業年度に係る剰余金の配当につきましては、中間配当は無配とさせていただ

きましたが、期末配当は当期の業績や利益水準等を総合的に勘案した結果、前期に

比べ１円増配し、1株当たり４円の配当をさせていただきます。この結果、年間の配

当金は1株当たり４円となります。

（注）１．記載金額は単位未満切り捨てにより表示しております。

２．千株単位の記載株式数は千株未満切り捨てにより表示しております。

３．比率は表示未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円

（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

7,165,021

1,700,425

4,210,177

287,239

328,534

437,227

79,706

170,524

△48,814

8,167,425

5,529,463

1,449,846

1,791,235

1,805,206

417,966

14,308

50,900

42,604

42,604

2,595,357

2,213,186

53,596

335,574

△7,001

（負　 債　 の　 部）

流 動 負 債 5,403,282

支払手形及び買掛金 2,184,388

短 期 借 入 金 1,926,360

未 払 費 用 580,211

未 払 法 人 税 等 40,535

賞 与 引 当 金 175,990

役 員 賞 与 引 当 金 3,000

リ ー ス 債 務 153,440

そ の 他 339,355

固 定 負 債 3,621,389

長 期 借 入 金 1,039,628

繰 延 税 金 負 債 380,012

退職給付に係る負債 1,374,323

役員退職慰労引当金 13,303

リ ー ス 債 務 386,009

そ の 他 428,112

負 債 合 計 9,024,672

（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 6,226,391

資 本 金 4,300,000

資 本 剰 余 金 1,400,151

利 益 剰 余 金 920,059

自 己 株 式 △393,818

その他の包括利益累計額 △298,257

その他有価証券評価差額金 558,999

為 替 換 算 調 整 勘 定 △686,404

退職給付に係る調整累計額 △170,853

少 数 株 主 持 分 379,640

純 資 産 合 計 6,307,774

資 産 合 計 15,332,446 負 債 純 資 産 合 計 15,332,446

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年４月１日から)平成27年３月31日まで

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 16,339,236

売 上 原 価 13,906,032

売 上 総 利 益 2,433,203

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,673,365

営 業 利 益 759,838

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 57,373

雑 収 入 44,652 102,025

営 業 外 費 用

支 払 利 息 41,749

為 替 差 損 43,779

支 払 手 数 料 11,263

雑 支 出 16,538 113,330

経 常 利 益 748,533

特 別 損 失

減 損 損 失 66,490

特 別 退 職 金 14,924

そ の 他 4,780 86,195

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 662,338

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 93,787

法 人 税 等 調 整 額 8,964 102,752

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 559,585

少 数 株 主 利 益 98,161

当 期 純 利 益 461,424

（注）記載金額は､千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から)平成27年３月31日まで

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成26年４月１日期首残高（千円） 4,300,000 1,400,151 560,857 △392,852 5,868,156

連結会計年度中の変動額（千円）

剰 余 金 の 配 当 △102,223 △102,223

当 期 純 利 益 461,424 461,424

自 己 株 式 の 取 得 △965 △965

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計（千円） － － 359,201 △965 358,235

平成27年３月31日期末残高（千円） 4,300,000 1,400,151 920,059 △393,818 6,226,391

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

平成26年４月１日期首残高（千円） 238,343 △805,336 △179,897 △746,889 273,151 5,394,417

連結会計年度中の変動額（千円）

剰 余 金 の 配 当 △102,223

当 期 純 利 益 461,424

自 己 株 式 の 取 得 △965

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

320,655 118,932 9,043 448,632 106,489 555,121

連結会計年度中の変動額合計（千円） 320,655 118,932 9,043 448,632 106,489 913,356

平成27年３月31日期末残高（千円） 558,999 △686,404 △170,853 △298,257 379,640 6,307,774

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円
（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,127,176

1,090,895

1,386,329

1,971,930

229,654

193,470

165,447

12,460

60,189

65,369

△48,570

9,149,086

4,838,476

790,300

321,736

1,363,401

12,900

34,049

2,275,954

40,132

28,298

28,298

4,282,312

2,185,241

1,817,081

630

286,360

△7,001

（負　 債　 の　 部）

流 動 負 債 4,173,504

支 払 手 形 1,005,613

買 掛 金 654,610

短 期 借 入 金 1,630,000

リ ー ス 債 務 10,476

未 払 金 81,771

未 払 費 用 374,213

未 払 法 人 税 等 34,390

未 払 消 費 税 等 114,235

賞 与 引 当 金 129,800

そ の 他 138,392

固 定 負 債 3,004,143

長 期 借 入 金 987,500

リ ー ス 債 務 33,288

長 期 未 払 金 386,193

繰 延 税 金 負 債 379,895

退 職 給 付 引 当 金 1,038,996

そ の 他 178,269

負 債 合 計 7,177,647

（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 6,539,838

資 本 金 4,300,000

資 本 剰 余 金 1,400,151

資 本 準 備 金 1,075,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 325,151

利 益 剰 余 金 1,233,505

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,233,505

繰 越 利 益 剰 余 金 1,233,505

自 己 株 式 △393,818

評 価 ・ 換 算 差 額 等 558,777

その他有価証券評価差額金 558,777

純 資 産 合 計 7,098,615

資 産 合 計 14,276,262 負 債 純 資 産 合 計 14,276,262

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から)平成27年３月31日まで

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 9,960,530

売 上 原 価 8,547,735

売 上 総 利 益 1,412,795

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,051,098

営 業 利 益 361,696

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 169,926

雑 収 入 66,618 236,544

営 業 外 費 用

支 払 利 息 26,246

支 払 手 数 料 11,263

雑 支 出 11,503 49,013

経 常 利 益 549,227

特 別 損 失

減 損 損 失 66,490

特 別 退 職 金 14,924

そ の 他 3,325 84,740

税 引 前 当 期 純 利 益 464,487

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 27,295

法 人 税 等 調 整 額 △2,860 24,434

当 期 純 利 益 440,052

（注）記載金額は､千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から)平成27年３月31日まで

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成26年４月１日期首残高（千円） 4,300,000 1,075,000 325,151 1,400,151 895,676 △392,852 6,202,974

事業年度中の変動額（千円）

剰 余 金 の 配 当 △102,223 △102,223

当 期 純 利 益 440,052 440,052

自 己 株 式 の 取 得 △965 △965

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額（純 額）

事業年度中の変動額合計（千円） － － － － 337,829 △965 336,863

平成27年３月31日期末残高（千円） 4,300,000 1,075,000 325,151 1,400,151 1,233,505 △393,818 6,539,838

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成26年４月１日期首残高（千円） 238,549 238,549 6,441,523

事業年度中の変動額（千円）

剰 余 金 の 配 当 △102,223

当 期 純 利 益 440,052

自 己 株 式 の 取 得 △965

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額（純 額）

320,228 320,228 320,228

事業年度中の変動額合計（千円） 320,228 320,228 657,091

平成27年３月31日期末残高（千円） 558,777 558,777 7,098,615

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成２７年５月１１日

東海染工株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 渡 辺 眞 吾 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 井 俊 介 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、東海染工株式会社の平成２６年４月１日
から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、東海染工株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　　上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成２７年５月１１日

東海染工株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 渡 辺 眞 吾 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 井 俊 介 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、東海染工株式会社の平成２６年４
月１日から平成２７年３月３１日までの第９５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　　上

－ 23 －

計算書類に係る会計監査報告



監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第95期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載
されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、
子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検
討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための
体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
　（１）事業報告等の監査結果
　　　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。
　　　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。
　　　三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　（３）連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年5月18日
東海染工株式会社　監査役会

監査役(常勤) 庄 子 信 悦 ㊞
監 査 役 岩 田 憲 明 ㊞
監 査 役 澤 田 　 馨 ㊞

 (注) 監査役岩田憲明及び監査役澤田馨は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監
査役であります。

以　上

－ 24 －

監査役会の監査報告



株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、経営体制の強化のため１名増員し、取締役７名の選任をお願いするものでありま

す。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

１
や

八
しろ

代
よし

芳
あき

明
(昭和25年 1月 5日)

昭和52年10月　当社　入社

昭和57年11月　当社　取締役　京都事業所長

昭和61年11月　当社　常務取締役　営業統括部長兼名古

屋事業所長

昭和63年11月　当社　専務取締役　総務担当

平成２年11月　当社　取締役社長、現在に至る

1,061,000株

２
いの

井
うえ

上
ふみ

文
つぐ

継
(昭和22年11月13日)

昭和41年３月　当社　入社

平成12年３月　当社　参与　岐阜事業所長

平成12年６月　当社　取締役　岐阜事業所長

平成14年６月　当社　常務取締役　開発技術部長兼岐阜

事業所長

平成26年４月　当社　常務取締役　グループ技術担当、

染色加工事業本部長兼岐阜事業所長兼

　　　　　　　営業統括部長、現在に至る

61,000株

３
ふる

古
さわ

澤
ひで

秀
み

充
(昭和27年12月 9日)

昭和51年３月　当社　入社

平成15年４月　当社　参与　浜松事業所副所長

平成16年６月　当社　取締役　染色加工事業部機器企画

販売部長兼浜松事業所工場長

平成20年６月　当社　参与　タイ東海出向

平成26年12月　当社　常務取締役　海外事業本部長、

　　　　　　　現在に至る

29,150株

４
つ

津
さか

坂
あき

明
お

男
(昭和28年 9月 9日)

昭和52年３月　当社　入社

平成13年４月　当社　参与　総務部長

平成13年６月　当社　取締役　総務部長

平成16年６月　当社　参与　インドネシア　T.T.I.出向

平成18年６月　当社　取締役　管理部長、現在に至る

18,000株

－ 25 －

取締役選任議案



候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

５
わし

鷲
 

　
ゆう

裕
いち

一
(昭和35年 8月 5日)

昭和59年３月　当社　入社

平成17年４月　当社　参与　開発技術部長

平成20年６月　当社　取締役　開発技術部長

平成27年５月　当社　取締役　総務部長兼開発技術部長

兼大阪支社長兼開発技術担当兼海外事業

本部副部長兼内部統制監査室長、現在に

至る

22,000株

６
にし

西
かわ

川
けん

健
いち

一
(昭和30年 3月 6日)

昭和53年４月　株式会社日本リクルートセンター　入社

平成11年６月　株式会社リクルートスタッフィング　取

締役

平成18年６月　当社　取締役、現在に至る

10,000株

７

※
はやし

林
 

　
ひで

秀
あき

明
(昭和42年 8月11日)

平成２年３月　当社　入社

平成24年３月　当社　製品事業部長兼海外事業本部副部

長、現在に至る

－株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各取締役候補者と会社との間には、特別の利害関係はありません。

３．西川健一氏は、社外取締役の候補者であり、東京証券取引所および名古屋証券取引所の定め

に基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任が承認された場合は、当社は引続き同

氏を独立役員とする予定であります。

４．西川健一氏を社外取締役候補とした理由は、会社経営者としての豊富な経験であり、幅広い

見識を生かし社外取締役として当社の経営に対し適切な助言をいただいていることから、社外

取締役として、その職務を適切に遂行するものと判断しております。なお、同氏の社外取締役

としての就任期間は、本総会終結の時をもって９年となります。

－ 26 －

取締役選任議案



第２号議案　監査役２名選任の件

　監査役庄子信悦氏、澤田　馨氏２氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりま

すので、監査役２名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
の 株 式 数

１
さわ

澤　
だ

田　
 

　
かおる

馨
(昭和19年 4月 4日)

昭和43年 4月　日本碍子株式会社　入社

平成 8年 7月　旭テック株式会社　財務部長

平成12年 6月　同社　常勤監査役

平成19年 6月　当社　監査役、現在に至る

－株

２

※
おお

大
か

河
わら

原
 

　
やす

保
よし

芳
(昭和27年 7月15日)

昭和48年 3月　当社　入社

平成12年 3月　当社　管理部財務課主査、現在に至る 3,000株

（注）１．※印は、新任候補者であります。

２．候補者と会社との間には、特別の利害関係はありません。

３．澤田　馨氏は、社外監査役の候補者であり、東京証券取引所および名古屋証券取引所に独立

役員として届け出ております。

４．澤田　馨氏は、旭テック株式会社の財務部長、常勤監査役等の要職を歴任しており、豊富な

経験と高い見識に基づき、社外監査役として職務を適切に遂行していただいていることから、

選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外監査役として就任期間は、本総会終結の

時をもって４年となります。

以　上

－ 27 －

監査役選任議案



株主総会会場のご案内

◎会場

名古屋市中村区名駅４丁目４－３８

愛知県産業労働センター１０階

大会議室１００１

ＴＥＬ（052）571－6131

　　　　　◎交通機関（ＪＲ・地下鉄・名鉄・近鉄)名古屋駅より徒歩約２分

至大阪

名鉄

近鉄

中村署

至東京

モード学園
広小路通

桜通

ミッドランド
スクエア

ミッドランド
スクエア

大名古屋ビルヂング（建替中）

愛知県
産業労働センター

Ｊ
Ｒ
名
古
屋
駅

Ｊ
Ｒ
セ
ン
ト
ラ
ル

タ
ワ
ー
ズ

(お願い)

自家用車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

地図


